　　　　　　　　　　　　「契約」とは何か
１　はじめに

従来，多くの福祉サービスは，行政がその職権によって必要性を判断し，サービスの種類や提供期間を決定する措置によって提供されてきた。

２１世紀に入ってから，介護保険制度の導入などにより，多くの福祉サービスは「契約」によって利用する時代になった（措置から契約へ）。現在，ソーシャルワークの現場で日常的に行われている病院への入院や各種施設への入所も契約によるものである。

　医療・福祉の現場において「契約」は必要不可欠なものであり，ソーシャルワーカーとしては契約の意義について十分に理解しておく必要がある。

　もっとも，「契約」とは，法律概念であることもあり，その意義について理解が不十分なソーシャルワーカーもいないわけではない。

そこで，本章では，もう一度「契約」概念について整理することとする。

２　契約の意義

「契約」とは，「人と人との約束（＝合意）であって，この合意により，当事者間に債権・債務の関係を発生させるもの」をいう（近江幸治民法講義Ⅴ第２版５頁参照）。例えば「コンビニで１００円のお茶を買う場合」といったケースも契約（民法５５５条の規定する売買契約）である。この場合，お茶の購入者はコンビニに対して「１００円を支払う」という債務を負い，コンビニは，購入者に対して「お茶を引き渡す」という債務を負うことになる。

　日本の法律では，保証契約等の例外を除き，両当事者の意思の合致があれば，契約は成立する。

　契約と単なる約束の一番の大きな違いは，法的に当該合意の内容を実現できるか否か，という点にある。すなわち，両当事者の意思の合致により契約が成立すれば，債務不履行（契約内容が守られなかった場合）があった場合，当事者の一方は裁判所に訴訟を提起し，権利を実現することができるのである。

３　契約に法的拘束力が認められる根拠

　このように，契約に法的拘束力が与えられる根拠は「人は自らの行為についてのみ責任を負うという私的自治の原則」に求められる。すなわち「自己の行為の結果を判断できる者が，当該契約内容について合意した以上，その合意内容については責任を負うべき」であるから，契約には法的拘束力が認められるのである。

　そして，契約に法的拘束力が，与えられる根拠を上記のような私的自治の原則に求める以上，自己の行為の結果の判断ができない（＝意思能力が認められない）高度の認知症者等による契約は「無効」（＝法的拘束力が認められない）となる。

　また，契約の成立には，両当事者の意思の合致が必要である以上，家族が本人に代わってなした契約も原則として（本人との関係では）無効である。したがって，居宅サービス利用契約や施設の入所契約等において，高度の認知症者等に代わって家族が，本人名義で契約書に署名・押印をしたとしても，本人との関係では当該契約は効力を生じない。

　自己の行為の結果の判断ができない高度の認知症者等と契約を締結するには，後見人等を選任し，後見人と契約を締結する必要がある。

　現実の福祉現場においては，本人に代わって家族が契約書にサインをする等の対応をしているケースが多々見られる。全てのケースにおいて，成年後見人を選任するのは，現実的な対応ではないかもしれないが，本人との契約に代わり家族のサイン等で代替する場合は「原則，本人との関係では無効である」という原則論を踏まえつつ行う必要がある。

　　　　　　　　　　　　　　



	　　　　　　　　　　　　　　ふりかえりテスト

　下記の文章の正誤を検討してください。

Q１　認知症で意思能力が認められない甲さんが，乙施設への入所契約書に署名・押印した場合，甲さんと乙施設との入所契約は有効である。

Q２　意思能力が認められない甲さんに代わり，甲さんの息子の丙さんが，乙施設と甲さんの入所契約を締結した場合，甲さんと乙施設との入所契約は有効である。

A１　誤っている。意思能力のない者がなした契約は，無効である。

A２　誤っている。第三者による契約は，原則として本人に効力を及ぼさない。


